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提案書作成要領及び提案書審査項目 

 

 

 １ 提案書作成の注意事項 

(1)  提案書は、仕様書、機能要件一覧の内容を踏まえ、記載依頼事項に従い作成

すること。専門知識がなくても理解できるよう、できるだけ平易な表現で分

かりやすく具体的に作成すること。また、仕様書、機能要件一覧に示してい

ない内容でも、本市にとって有益になると思われるものについては、積極的

に提案すること。 

(2)  様式は、原則A4とするが、A3で印刷する場合は2ページ相当とする。フォン

トは12ポイント以上、両面印刷とし、表紙、目次を除き100ページ以内（別

紙含む）とする。 

(3)  提案書には、表紙、目次をつけ、各ページには一連のページ番号を記載する

こと。 

(4)  提案書表紙には、事業名、事業者名を記載すること。 

(5)  提案内容は、追加提案（有償）を除き、すべて入札価格内で実現可能なもの

とし、具体的に示すこと。なお、契約後に提案内容が実現できなくなった場

合は、提案内容以外の方法で実現することとし、その費用は事業者が負担す

ること。また、入札価格内ではないが、将来的な拡張性やオプション機能を

記載する場合には、追加提案（有償）として記載すること。 

 

２ 提案書の構成 

    提案書は以下の構成で作成すること。 

1 提案の基本方針 本調達の背景・目的に対する提案者の理解、提案システ

ムの構成、利便性の向上（業務の効率化）、構築スケジ

ュール等を記載すること。 

2 実施体制 構築作業の体制、運用保守体制を記載すること。 

3 導入実績 公営住宅管理システムの実績を記載すること。 

4 プロジェクト管

理 

進捗管理、課題管理、コミュニケーション管理等のプロ

ジェクト管理について記載すること。また、リスク管理 

と品質管理は個別に記載すること。 

5 機能の実装 機能等証明書の内容について、貴社の実現可否を様式第

11号に記載すること。提案書には、機能要件の実現可否

数のサマリーや特記したい事項を記載すること。 

6 機能改善方法 将来的なパッケージの機能拡張やバージョンアップの実

施方法について記載すること。 

7 移行 データ移行作業方法、役割分担、検証方法、主要コード
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体系の利用、稼働前研修、運用段階での研修等について

記載すること。 

8 非機能要件 可用性、性能・拡張性、運用・保守性、ＳＬＡの考え

方、バックアップ、セキュリティ要件の基本的な考え方 

等の非機能要件について記載すること。 

9 運用・保守 運用業務の基本的な方針、保守業務の基本的な方針、法

改正対応等について記載すること。 

10 追加提案 本調達の要件以外で、追加費用が発生しない追加提案

（無償）を記載すること。また、有償での追加提案（有

償）を記載すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別添２ 

3 

 

 

３ 提案書記載依頼事項及び提案書審査項目 

    提案書に記載する具体的な事項を以下に提示する。 

№ 分類 配点 項目 記載依頼事項 

1 1 提案の基

本方針 

80 1 本調達の背景・

目的に対する提

案者の理解 

システム更改の背景・目的、

現行の課題を踏まえ、更改に

おける貴社の取組方針を記載

すること。 

2       2 提案システムの

構成 

貴社提案パッケージの概要お

よび特徴について業務別に記

載すること。ハードウェア・

ソフトウェア構成の概要、全

体の構成図等を記載するこ

と。 

3    3 利便性の向上

（業務の効率

化） 

システムを導入によって利便

性を向上（業務の効率化）で

きることを記載すること。 

4       4 構築スケジュー

ル 

導入スケジュールを業務別工

程別に記載すること。構築段

階における重要なイベントを

記載すること。導入スケジュ

ールは業務繁忙期を考慮した

ものとすること。 

本稼働が、本市が提示する時

期と異なる場合は、その理由

もあわせて提示すること。 

5 2 実施体制 60 1 構築作業の体

制、運用保守体

制 

構築の体制図（責任者、プロ

ジェクトマネージャ、プロジ

ェクトリーダ、メンバー

等）、それぞれの役割分担を

記載すること。責任者、Ｐ

Ｍ、ＰＬは氏名と実績を記載

すること。メンバーは主なメ

ンバーのみ、氏名マスキン

グ、実績を記載すること。再

委託を予定している場合は案 
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№ 分類 配点 項目 記載依頼事項 

 
 

 
 

  として再委託先名、実績を明

示すること。 

本稼働切替後の運用保守体制

（体制図、役割分担等）を記

載すること。 

6 3 導入実績 40 1 公営住宅管理シ

ステム 

地方公共団体での導入実績も

しくは契約実績として、業務

名、導入自治体、管理戸数、

稼働年月、形態、パッケージ

名を記載すること。記載は導

入実績を優先し、管理戸数順

とすること。 

7 4 プロジェ

クト管理 

60 1 進捗管理、課題

管理、コミュニ

ケーション管理

について 

本市のプロジェクト管理仕様

書を参考に、構築におけるプ

ロジェクト管理の手法、手順

等を記載すること。 

特に、進捗管理（工程管

理）、課題管理、コミュニケ

ーション管理（会議体の開催

方法含む）の具体的な手法を

記載すること。 

8       2 リスク管理につ

いて 

本件におけるリスクの考え

方、管理の方法、想定される

主なリスクとリスクを早期に

認識し対処するための対策等

を記載すること。 

9       3 品質管理につい

て 

構築における品質管理の考え

方、管理の方法等を記載する

こと。 

10 5 機能の実

装 

240 1 機能要件 提案するシステムにおける機

能等証明書（様式第11号）の

充足度を記載。 

11 6 機能改善

方法 

50 1 将来的なパッケ

ージの機能拡張

やバージョンア

ップの実施方法 

ユーザニーズの取込など貴社

パッケージの機能拡張やバー

ジョンアップの実施方法を記

載すること。 
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№ 分類 配点 項目 記載依頼事項 

12 7 移行 110 1 データ移行作業

方法、役割分

担、検証方法 

データ移行作業内容、役割分

担、スケジュール、検証方

法、移行データの整合性の確

保、重要なポイント等を記載

すること。 

  
13       2 主要コード体系

の利用 

主要コードについての説明、

現行利用している主要コード

から変更する場合は、該当コ

ードの体系、変換方法や手

順、役割分担等を記載するこ

と。 

  
14       3 稼働前研修 システム稼働前の研修方法、

回数、時期、対象者、役割分

担等について記載すること。 

15 8 非機能要

件 

120 1 可用性、性能・

拡張性、運用・

保守性 

貴社システムを実装・運用す

るにあたっての非機能要件の

考え方、特に重要と考える項

目などについて記載するこ

と。 

  
16       2 ＳＬＡの考え方 システムの運用保守前に協

議・合意する予定であるＳＬ

Ａ、ＳＬＭについて、考え方

等を記載すること。  
17       3 バックアップ 業務特性を踏まえたバックア

ップの考え方について記載す

ること。 

18    4 セキュリティ要

件の基本的な考

え方 

個人情報のセキュリティの考

え方や具体的に実装するセキ

ュリティ要件を記載するこ

と。 

本システムにおける脆弱性対

策、監査の対応支援等を記載 
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№ 分類 配点 項目 記載依頼事項 

        
 

すること。 

19 9 運用・保

守 

70 1 運用業務の基本

的な方針 

各業務の特性を踏まえ、ＥＵ

Ｃを含む運用業務における支

援の考え方、役割分担等を記

載すること。 

  
20    2 保守業務の基本

的な方針 

各業務の特性を踏まえ、シス

テムの保守作業の考え方、役

割分担、緊急時の対応、ポイ

ント等を記載すること。 

21       3 法改正対応につ

いて 

法改正が発生した場合のシス

テムへの対応方法を記載する

こと。必要に応じて業務別に

記載する。 

22 10 追加提案 50 1 追加提案（無

償） 

本調達の要件以外で、貴社が

考える本市にとって有益な提

案があれば記載すること。

（無償） 

23       2 追加提案（有

償） 

本調達の要件以外で、貴社が

考える本市にとって有益な提

案があれば、概要、概算費

用、主な効果を記載するこ

と。（有償） 

以上 


